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（出典）「人口動態統計」（厚生労働省）

合計特殊出生率の分析
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合計特殊出生率・有配偶出生率（全国・京都府）

合計特殊出生率

順位京都府全国平均

２０位815.60780.7315～19歳

３５位353.41360.0720～24歳

２７位237.62230.4325～29歳

１２位176.60169.5930～34歳

３位90.1781.7935～39歳

４位19.3516.7840～44歳

１４位0.530.4945～49歳

〇京都府の合計特殊出生率は全国40位
〇合計特殊出生率は２つの要因（有配偶率:結婚している女性の割合）（有配偶出生率:結婚し

ている女性が出産する子どもの数の割合）に分けられる。
〇京都府の有配偶出生率は、35～44歳の値が全国上位である一方、20歳代の値が全国平均と比

べ低い
⇒ 京都府は、高齢出産の割合が高い可能性
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結婚年齢と出産年齢

○ 女性の平均初婚年齢は約30年間で４歳程度上昇（晩婚化）
〇 女性の第１子出産平均年齢は約30年間で４歳程度上昇（晩産化）
○ 京都府は、平均初婚年齢・第１子出産平均年齢ともに、全国平均と比べ高い水準で推移

女性平均初婚年齢と第１子出産平均年齢の推移（京都府と全国との比較）

（出典）厚生労働省「人口動態統計」

（歳）
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○ 不妊を心配する夫婦は年々増加し、特に結婚10年未満の夫婦の約半数が不妊について心配
をしている

○ また、不妊検査・治療の経験のある夫婦も年々増加している

不妊について心配したことのある夫婦と治療経験の有無（全国）

（％）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「2021年 出生動向基本調査」
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不妊の状況
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4

政府の取組

京都府の取組

☞ 不妊治療については、生殖補助医療（体外受精、顕微授精）を含め、令和４年４月から
保険適用。 ※回数制限あり

☞ 保険適用による経済的負担軽減に上乗せして、全国トップクラスの不妊治療助成を実施
・保険適用の治療について、自己負担分の半額を助成
・保険適用の回数制限を超えた治療（保険適用外）について、通算10回目までを助成
・不妊治療に係る通院に要した交通費を助成

☞ 不妊に関する身体的・心理的相談、仕事と不妊治療の両立支援相談窓口を設置

Ｒ６年度当初予算：1.5億円

不妊治療への支援

○ 京都府において安心して子どもを産み育てることができる環境を整備するため、全国トップ
クラスの不妊治療支援を実施



3

5

○ 不妊治療の開始年齢は、３５歳以上の方が約７割
⇒ いわゆる「妊活」を開始されたときには、妊娠率が相当程度低下し、不妊症のリスク発見も
遅れている状況

（出典）令和４年度特定不妊治療助成（府事業）実績から作成

不妊治療患者の年齢層（京都府）

～29歳
28人
（9％）

30～34歳
66人
（22％）

35～39歳
131人
（43％）

40歳～
78人
（26％）

○ 妊娠率は、30歳から徐々に減少し、35歳を過ぎるとその傾向は顕著になり、40歳を過ぎると急速に減少
○ 不妊治療においても30歳以降は妊娠率が低下。35歳前後からは、妊娠率の低下と流産率の増加が発生
○ 不妊症カップルの約半分が、男性にも不妊症の原因あり

妊孕率（妊娠のしやすさ）（全国）

（出典）日本生殖医学会
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不妊治療での妊娠率・流産率（全国）

（出典）ＷＨＯ調査

（出典）日本産科婦人科学会「2020年ＡＲＴデータブック」

妊娠率
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○ 不妊症につながる子宮内膜症、性感染症等の疾患を予防、または早期に発見していくことが
極めて重要であるが、日本人は生殖に関する知識が先進国で最も乏しい(Bunting et al.2013)

〇 また、不妊治療につながる子宮内膜症のリスクがある重い月経症状の女性であっても35%
しか婦人科を受診していない(Tanaka et al.2013)

性と生殖の健康に関するリテラシー

○ 妊娠と年齢に関する医学的情報を知って、「早く子どもを持とう」「将来設計を考える」と思う人が多い。
○ 妊娠と年齢に関する医学的情報は、中学生～大学生の頃に知っておきたかったと思う人が多い

妊娠・出産の医学的情報に関する意識調査（20～39歳男女）（全国）

（％）

（出典）内閣府「結婚・家族形成に関する意識調査」（平成26年度）

「医学的に見ると、女性の妊娠する力は35歳前後からだんだんと下がり始め、
40歳をすぎると妊娠はかなり難しくなる（公社）日本産科婦人科学会調べ）」

女性（n=1,518）
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将来設計を考えると思う 行動や考え方は特に変化しないと思う この情報を身近な人に知らせたいと思う
その他・無回答

（問）この情報を知って、あなたはどう思いますか。

男性（n=1,125） （％）

（問）この情報をいつ頃に知っておくのがよいと思いますか。
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妊娠に関する医学的情報
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○ 出生数に占める低出生体重児（2,500g未満）の割合は1980年代から増加傾向にあったが、2005年頃から
は９%台中盤で横ばいが続いている。（新生児の10人に１人が低出生体重児）

〇 低出生体重児の割合が増加する要因としては、医学の進歩（早産児の割合の増加）、多胎児妊娠、妊娠前
の母親の痩せ（低栄養状態）、喫煙、飲酒等の因子が報告されている。

〇 20代女性の５人に１人（20.7％）がやせ（BMI18.5未満）

低出生体重児に関する情報

9

○10代の人工妊娠中絶は年々減少傾向ではあるが、依然として1,000人に２～３人（年間150人）程度は実施
〇20代の人工妊娠中絶は年々減少傾向ではあるが、依然として1,000人に５～６人（年間900人）程度は実施

予期せぬ妊娠に関する情報①

10代・20代の人工妊娠中絶実施率（女子人口千対）の推移 （全国・京都府）

（出典）衛生行政報告例、京都府保健福祉統計
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〇特に若年層が人工妊娠中絶を選択する率が高い 予期せぬ妊娠が多い

予期せぬ妊娠に関する情報②

11

人工妊娠中絶の選択率（R4京都府）

（出典）衛生行政報告例・人口動態統計

78 

969 

3,706 

5,492 

3,775 

1,006 

42 145 

495 364 
306 

376 
186 

15 

65.0%

33.8%

8.9% 5.3%

9.1%
15.6%

26.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

出生数 人工妊娠中絶件数 中絶選択率

（人）

※選択率は人工妊娠中絶件数／（人工妊娠中絶件数＋出生数）×100で計算
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実施校一覧（R5）

京都府の取組（妊娠・出産に関する正しい知識の普及）

○ 京都府では、予期せぬ妊娠を防ぎ、望む妊娠を叶えるため、小中学生・高校生への妊娠・出
産に関する正しい知識の普及を実施

〇 京都府から委託を受けた助産師・医師が、小中学校・高校への出前授業を実施

区分 地域 学校名 区分 地域 学校名
乙訓 ⾧岡京市立第十小学校 京都市立納所小学校

宇治市立笠取小学校 京都市立待鳳小学校
宇治市立莵道第二小学校 京都市立大将軍小学校
城陽市立古川小学校 国立 京都教育大学附属桃山小学校
八幡市立さくら小学校 乙訓 向日市立西ノ丘中学校
京田辺市立普賢寺小学校 南丹 南丹市立美山中学校
宇治田原町立田原小学校 中丹西 福知山高等学校附属中学校
木津川市立上狛小学校 中丹東 舞鶴市立城南中学校
亀岡市立城西小学校 京都市立大淀中学校
南丹市立園部第二小学校 京都市立下鴨中学校
舞鶴市立明倫小学校 山城北 京都府立城陽支援学校
綾部市立物部小学校 山城南 京都府立南山城支援学校
綾部市立綾部小学校 中丹西 京都府立中丹支援学校

丹後 京丹後市率網野北小学校 中丹東 京都府立舞鶴支援学校
京都市立伏見南浜小学校 京都市立北総合支援学校
京都市立鞍馬小学校 京都市立東山総合支援学校
京都市立嵐山東小学校 山城北 府立八幡高等学校南キャンパス
京都市立上里小学校 府立洛北高等学校
京都市立南大内小学校 京都つくば開成高等学校
京都市立下鳥羽小学校

※別途、教職員向け３校、保護者向け１校実施

特別支援
学校

（６校）

高等学校
（３校）

京都市

京都市

小学校
（24校）

山城北

南丹

中丹東

京都市

京都市

京都市

小学校

中学校
（６校）
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京都府におけるプレコンセプションケアの推進（背景・目的）

京都府における不妊治療の開始年齢は、35歳以上の方が７割程度と多く、いわゆる「妊活」を開始された
ときには、妊娠率が相当程度低下し、不妊症のリスク発見も遅れている状況。

京都府において、10代女性では年間150人程度、20代女性では年間900人程度が人工妊娠中絶を実施してお
り、この中の一定数が予期せぬ妊娠である可能性。

この背景には、以下のような課題あり。
課題❶ 望む妊娠を叶えるための医学的な知識（例:妊娠・出産に適した年齢）

予期せぬ妊娠を防ぐための理解（例:自分の性・他人の性を大切にする） が乏しい、
課題❷ 若年期から、そうした知識をもった上で、自身のライフデザインを考える機会がない、
課題❸ 婦人科・泌尿器科の受診に心理的なハードルがある

このため、今後、以下の施策を展開。
施策❶ 若年期から妊娠に関する医学的な知識とライフデザインを一体的に提供（課題❶❷に対応）
施策❷ 企業と連携して、将来の妊娠に備えた検査やカウンセリングを推進（課題❸に対応）

幼児期から社会人に至るまで、切れ目のないプレコンセプションケアを推進し、
予期せぬ妊娠を防ぎ、望む妊娠を叶える

目的

13

国・府の方針

不妊、予期せぬ妊娠、性感染症等への適切な相談支援や、妊娠・出産、産後の健康管理に係る支援を行うた
め、男女ともに性や妊娠に関する正しい知識を身に付け、健康管理を行うよう促すプレコンセプションケア
の推進を含め、需要に適確に対応した切れ目のない支援体制を構築する。

男女を問わず、人間の身体的・精神的・遺伝学的多様性を尊重しつつ、妊娠、出産等についての希望を実現
するため、妊娠・出産等に関する医学的・科学的に正しい知識の普及・啓発を学校教育段階から推進する。

思春期の人工妊娠中絶、梅毒及びＨＩＶ感染症を含む性感染症問題に対応するため、学校や保健所等におい
て、性に関する科学的知識に加え、性情報への対処や互いを尊重し合う人間関係など様々な観点から、性と
健康に関する教育や電話での相談支援等を行う。

国の方針 成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針（令和５年３月22日閣議決定）

③「プレコンセプションケアプロジェクト」の実施
妊娠に関する医学的な知識とライフデザインについて考える機会を一体的に提供するプログラムを全国で初

めて開発し、幼児期から社会人に至るまで切れ目のないプレコンセプションケアに関する教育・研修プログ
ラムを推進します。

若年期から将来の自分の健康や妊娠について考えるきっかけをつくるため、企業と連携し、将来の妊娠に備
えた検査やカウンセリングを実施します。

京都府の方針① 子育て環境日本一推進戦略（令和５年１２月１日）

（学校等の役割）
第６条 （略）
２ 学校等は、基本理念にのっとり、子育てにおいて家庭の果たす役割及びその重要性並びに医学的知見に
基づく妊娠及び出産に関する知識の普及に努めるとともに、こどもが自らの人生設計（自らの夢や希望の
実現を図るために各ライフステージを踏まえた計画を立てることをいう。）を考える機会及び乳幼児との
触れ合いその他の子育てを体験する機会等の提供の取組を通じて、家庭を築くこと、こどもを生むこと及
びこどもを育てることに対する関心と理解を深められるよう努めるものとする。

３ （略）

京都府の方針② 子育て環境日本一・京都の実現に向けた取組の推進に関する条例（令和６年４月１日施行）

※「学校等」：学校に加え、就学前の保育・教育施設を含む。

14
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有識者の皆様にお伺いしたいこと

15

今後、京都府として、幼児期から社会人に至るまで切れ目のないプレコンセプションケアに
関する教育・研修プログラムを推進するに当たり、
・どのような層に対して、どのような内容の情報を提供すべきか【集団アプローチ】

【論点例】
① 教育・研修プログラムの作成に当たっては、以下の内容を踏まえてはどうか。

・これまで京都府の委託を受けて、医師会・助産師会が実践してきた出前授業の内容
・国際セクシュアリティ教育ガイダンスの内容
・性に関する学習指導要領の内容（生命の安全教育を含む）

② 幼児期から、プレコンセプションケアを推進する必要性は何か

③ 高校生向けの実施内容と、それ以外の層（幼児期～社会人）への実施内容と違う点は何か

④ 学校以外にアプローチする必要はないか（家庭など）

今後、京都府として、幼児期から社会人に至るまで切れ目のないプレコンセプションケアに
関する教育・研修プログラムを推進するに当たり、
・実際にトラブル・悩みを抱える層に、どのような支援が必要か【個別アプローチ】

【論点例】
① 面と向かって誰かに相談するのが難しい内容も含まれるところ、どのようなツールを活用

するのが効果的か（SNS?電話?）




